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・近年、精神疾患患者が増加しています。 
・本県の人口当たりの入院患者は、全国平均より 
も少なく、外来患者は全国平均よりも多くなっ 
ています。 

・本県の精神病床における新規入院患者の平均在 
院日数は全国平均よりも短くなっています。 

 
      
・メンタルヘルスの増進、生活支援の充実による 
予防が必要です。 

・適切な医療への早期アクセスが必要です。 
・社会復帰・地域生活支援が必要です。 
 

 

１ 現状・課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）精神疾患について 

 ア 精神疾患の定義と医療体制の現状 

(ｱ) 精神疾患の定義と患者の現状 

○ 精神疾患は、統合失調症、うつ・躁うつ病、不安障害等の神経症性障害、認知 

症、知的障害、発達障害、アルコール・薬物・ギャンブル等依存症、ＰＴＳＤ（※ 

１）、摂食障害、てんかんなど、多種多様な疾患の総称です。 

○ 精神疾患は、近年その患者数が急増しており、令和２年患者調査によると、全 

国の総患者数（※２）は 623 万９千人で、患者調査における「総患者数」の算出 

方法の変更があったことから、前回調査時である平成 29 年の 426 万１千人から大 

きく増加しています。（図表２-２-５-１） 

 

         図表２-２-５-１ 全国の精神疾患患者数（総患者数）      （千人） 

（出典）厚生労働省「患者調査」 
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○ 本県の精神疾患の総患者数は、令和２年患者調査によると 45 万９千人で、患者 

調査における「総患者数」の算出方法の変更があったことから、平成 29 年の 36 

万５千人から増加しています。（図表２-２-５-２） 

 

図表２-２-５-２ 本県の精神疾患患者数          （千人） 

 

（出典）厚生労働省「患者調査」 

 

○ 患者調査による本県の入院患者数は 1万２千人で、疾患別にみると、統合失調 

症、統合失調症型障害及び妄想性障害が 51.2％、アルツハイマー病が 16.3％、気 

分障害（うつ病など）が 9.3％の順となっています。統合失調症、統合失調症型障 

害及び妄想性障害の割合は減りつつありますが、半数を超えている状況にありま 

す。（図表２-２-５-３、図表２-２-５-４） 

 

        図表２-２-５-３ 本県の精神科入院患者数（疾患別）     （千人） 

（出典）厚生労働省「患者調査」 
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図表２-２-５-４ 本県の精神科入院患者の割合（疾患別）    （％） 

（出典）厚生労働省「患者調査」 

 

○ 本県の外来患者数（※３）は、44 万６千人で、全国同様に増加傾向にあります。 

疾患別にみると、気分障害（うつ病など）が 35.7％、神経症性障害（不安障害な 

ど）が 23.4％、その他の精神及び行動の障害が 13.7％の順となっています。（図 

表２-２-５-５、図表２-２-５-６） 

 

        図表２-２-５-５ 本県の精神科外来患者数（疾患別）     （千人） 

（出典）厚生労働省「患者調査」 
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       図表２-２-５-６ 本県の精神科外来患者の割合（疾患別）     （％） 

（出典）厚生労働省「患者調査」 

 

○ 入院患者を年齢階級別で見ると、全国及び本県ともに 75 歳以上の高齢層が増加 

傾向にあります。また、本県では、25 歳から 54 歳の占める割合が全国の 18.9％ 

に対して 24.4％と高くなっています。（図表２-２-５-７、図表２-２-５-８） 

  

図表２-２-５-７ 全国の精神科入院患者の割合（年齢階級別）  （％） 

（出典）厚生労働省「患者調査」 
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     図表２-２-５-８ 本県の精神科入院患者の割合（年齢階級別）   （％） 

（出典）厚生労働省「患者調査」 

 

○ 外来患者を年齢階級別で見ると、全国では０歳から 44 歳の若年層が減少傾向に 

ある一方、本県では増加している状況にあります。また、25 歳から 54 歳の患者の 

占める割合が全国の 39.9％に対して、本県は 49.2％と高くなっています。（図表 

２-２-５-９、図表２-２-５-10） 

 

     図表２-２-５-９ 全国の精神科外来患者の割合（年齢階級別）   （％） 

（出典）厚生労働省「患者調査」 
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     図表２-２-５-10 本県の精神科外来患者の割合（年齢階級別）   （％） 

（出典）厚生労働省「患者調査」 

 

○ 令和２年の患者調査における人口千人当たりの入院患者数は、全国の 2.33 人に 

対して、本県は 1.37 人で、0.96 人少ない状況にあります。（図表２-２-５-11、図 

表２-２-５-12） 

○ 令和２年の患者調査における人口千人当たりの外来患者数は、全国の 47.13 人 

に対して、本県は 48.31 人で、1.18 人多い状況にあります。（図表２-２-５-11、 

図表２-２-５-12） 

 

図表２-２-５-11 全国の人口千人当たり総患者数      （人） 

（出典）厚生労働省「患者調査」 
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図表２-２-５-12 本県の人口千人当たり総患者数       （人） 

（出典）厚生労働省「患者調査」 

 

○ 令和２年度の精神保健福祉資料 630 調査における入院患者を、入院形態別及び 

在院期間別にみると、医療保護入院、任意入院ともに１年未満の入院患者の占め 

る割合は全国に比べて本県の方が高い状況にあります。また、10 年以上の長期入 

院患者の占める割合は全国と比べて本県は医療保護入院、任意入院（※４）とも 

に少ない状況にあります。（図表２-２-５-13） 

 

          図表２-２-５-13 医療保護入院・任意入院患者の割合      （％） 

 
（出典）厚生労働行政推進調査事業研究班「630 調査」 
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(ｲ) 医療体制 

○ 令和４年度 630 調査において、６月 30 日時点で精神科医療機関に入院している 

患者のうち、精神症状から医師の判断により隔離が必要とされた患者は 584 人、 

身体的拘束が必要と判断された患者は 900 人となっています。 

○ 令和４年病院報告によると、精神病床における新規入院患者の平均在院日数は、 

全国平均が 276.7 日であるのに対し、本県の平均は 246.0 日と 30.7 日短くなって 

います。（図表２-２-５-14） 

 

    図表２-２-５-14 精神病床における新規入院患者の平均在院日数    （日） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）厚生労働省「病院報告」 

 

○ 令和４年度精神保健福祉資料によると、県内に住所を有する在院期間１年以上 

の患者数は、令和４年６月末時点で 6,593 人となっています。（図表２-２-５-15） 

  

         図表２-２-５-15 在院期間１年以上の患者数        （人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）厚生労働行政推進調査事業研究班「630 調査」 
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○ 県内の精神病床を有する医療機関数は、令和５年４月１日現在、県域に 27 医療 

機関、横浜市に 28 医療機関、川崎市に９医療機関、相模原市に６医療機関の 70 

医療機関となっています。 

○ 令和５年４月１日現在の本県の精神病床の許可病床数は、13,454 床（県独自調 

査）となっています。 

○ 本県の精神医療体制は、横浜市、川崎市、相模原市を含めた全県域を一圏域と 

しています。 

○ 精神病床は、精神科以外の診療科も有する総合病院が開設している病床と、精 

神科のみを標榜する精神科単科病院が開設している病床があります。令和２年の 

医療施設調査では、県内の精神病床の 83.9％は精神科単科病院が設置をしていま 

す。（図表２-２-５-16） 

 

図表２-２-５-16 本県の精神病床数         （床） 

 

（出典）厚生労働省「医療施設調査」 

 

○ 平成 17 年と令和２年の精神病床数の増減率を見ると、総合病院における精神病 

床が 78.7％と減少した一方、精神科単科病院では 97.4％に留まっています。 

○ 令和２年の医療施設調査における人口千人当たりの精神病床数は、全国の 2.57 

床に対して、本県は 1.48 床となっており、全国に比べて 1.09 床少なく、全国で 

最も少ない状況となっています。（図表２-２-５-17） 

 

図表２-２-５-17 人口千人当たりの精神病床数      （床） 

 

（出典）厚生労働省「医療施設調査」 
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○ アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症に対する専門治療を行う医療機関を、 

「依存症専門医療機関」として、次の医療機関を選定しています。 

また、「依存症専門医療機関」の中から、精神医療センター、北里大学病院の２ 

医療機関を「依存症治療拠点機関」として選定し、依存症医療者や支援者、家族 

向けの研修、医療機関、自治体、自助団体等の関係機関、依存症の患者家族との 

連携推進や研修、普及啓発等を行っています。 

 

図表２-２-５-18 依存症専門医療機関・依存症治療拠点機関（令和５年３月 31日現在） 

医療機関名 所在地 
診療対象の依存症 

アルコール 薬物 ギャンブル等 

(医) 祐和会 
大石クリニック 

横浜市中区 ○ ○ ○ 

(地独)神奈川県立病院機構 
精神医療センター 

横浜市港南区 ○ ○ ○ 

（医）誠心会 
神奈川病院 

横浜市旭区 ○ ○ ― 

（学）北里研究所 
北里大学病院 

相模原市南区 ○ ○ ○ 

（独法）国立病院機構 
久里浜医療センター 

横須賀市 ○ ― ○ 

（医）青山会 
みくるべ病院 

秦野市 ○ ○ ― 

※下線は依存症治療拠点機関 

 

○ 摂食障害の治療を行っている精神科、心療内科、小児科いずれかの外来を有し、 

救急医療体制と連携がとれる医療機関を、「摂食障害支援拠点病院」（※５）とし 

て指定することとされていますが、本県では指定されていません。 

○ 高次脳機能障害者への支援に関する取組を推進するため、神奈川県総合リハビ 

リテーションセンターを「高次脳機能障害支援拠点機関」として指定し、高次脳 

機能障害者に対する専門的な相談支援、関係機関との支援ネットワークの充実、 

高次脳機能障害の正しい理解を促進するための普及・啓発事業、高次脳機能障害 

者の支援手法等に関する研修等を実施しています。 

○ てんかん診療及び普及啓発を目的に、聖マリアンナ医科大学病院を「てんかん 

支援拠点病院」として指定し、てんかんに関する専門的な相談支援、医療機関、 

自治体等の関係機関、患者家族等の連携を図るほか、関係機関の医師等に対し、 

てんかんについての助言・指導や地域における普及啓発等を実施しています。 

○ 認知症の人は、令和７年には全国で 700 万人前後になり、その後も顕著な高齢 

化に伴い併せて認知症の人が増加することが見込まれています。また 65 歳以上の 

高齢者の約５人に一人が認知症になると言われています。「認知症疾患医療センタ 

ー」は、鑑別診断や初期対応、急性期対応や診断後の地域の支援など地域での認 

知症医療提供体制の拠点として重要な役割を担っています。令和５年４月現在、 

県と政令市で 25 か所の認知症疾患医療センターを設置しています。 

イ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム体制の構築 

○ 本県では、精神障がいの有無や程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮 
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らすことができるよう、医療、障がい福祉・介護、住まい、就労などの社会参加、地 

域の助け合い、普及啓発や教育などが包括的に確保された「精神障がいにも対応し 

た地域包括ケアシステムの構築」を推進しています。このシステムは、精神障がい 

者や精神保健（メンタルヘルス）上の課題を抱えた者等（以下「精神障がいを有す 

る方等」という。）や地域住民の地域生活を支えるものです。 

ウ 当事者目線の精神保健医療福祉体制の推進 

○ 本県では、「神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例 ～ともに生きる社会を目指 

して～」を策定し、障がい者に関係するすべての人が障がい者本人の気持ちになっ 

て考え、本人の望みと願いを大事にし、障がい者が自分の気持ちや考えで、必要な 

サポートを受けながら暮らせる社会を目指しています。 

○ 精神保健医療福祉体制についても、当事者目線の考え方に基づいて推進をしてい 

く必要があります。 

 

（２）一次予防、二次予防、三次予防（※６）の視点で見た精神科医療における課題 

ア メンタルヘルスの増進、生活支援の充実による予防 

○ 精神疾患を予防するためには、県内の患者の疾患傾向を踏まえ、統合失調症、う 

つ・躁うつ病、認知症、児童・思春期精神疾患、アルコール・薬物・ギャンブル等依 

存症、ＰＴＳＤ、摂食障害、てんかん等について、幅広い普及啓発活動を推進し、 

県民への情報提供を十分に行う必要があります。 

○ 県内の患者数の増加傾向を踏まえ、こころの健康の維持や精神疾患の治療に関す 

る相談支援体制を強化し、必要に応じた医療等へのつなぎを行い、精神疾患の予防、 

重症化予防、再発予防を図ることが重要です。県民にとって身近な市町村で精神保 

健福祉相談を受けられ、複雑困難な事例には県が実施している専門相談も活用する 

などの、重層的な支援体制を構築する必要があります。 

○ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めるに当たり、県民一 

人一人がメンタルヘルスや精神疾患の正しい知識と理解を持ち、支えあうことが重 

要です。 

イ 適切な医療への早期アクセス 

○ 精神疾患はすべての人にとって身近な疾患であり、その有無や症状の程度にかか

わらず、誰もが地域で安心して自分らしく生活できるよう、精神障がいを有する方

等や家族に対して適切な精神科医療等が提供できる体制を構築していく必要があり

ます。 

○ 精神疾患の中には、専門的な治療を要する疾患があります。しかし、児童・思春

期精神疾患のように、専門的な治療を行っている医療機関数が少ないものもあり、

治療を必要とする精神疾患患者が、どの医療機関に受診すればよいのか明確にし、

治療を担える医療機関から精神疾患の普及啓発や、他の医療機関との連携体制の構

築を進めていく必要があります。 

○ うつ病や認知症の初期症状として出現する物忘れ等は、最初に一般内科などのか 

かりつけ医を受診することも多いため、精神科との連携を推進し、早期に対応して 

いくことが必要です。 

○ 精神疾患の中には、身体的な不調を訴えて、一般内科などの身体科の医療機関を 
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 受診することがあります。身体的な治療の必要がなく、精神疾患の治療が必要と思 

 われる患者を適切に精神科医療につなげるように、身体科医療と精神科医療の連携 

 を進めていく必要があります。 

○ 精神症状を急性発症した場合や、精神症状が悪化をした場合には、速やかに医療 

につながり、早期治療、早期の社会復帰ができる仕組みづくりが必要です。 

○ 精神病床の８割以上が精神科単科病院の開設する病床であることから、身体科の 

治療を要する病気を抱える身体合併症患者への医療提供体制の確保が課題となって 

います。 

○ 本県では摂食障害支援拠点病院を指定していないため、拠点病院の指定をする必 

要があります。 

○ 精神科医療機関に入院している患者が、身体疾患の治療が必要となった場合は、 

精神科医療機関と身体科医療機関の地域連携（病病連携）により、治療のコンサル 

テーション（※７）を受けたり、転院を調整することが必要です。しかし、転院が 

必要となる場合に受入先の医療機関が見つけられずに、調整が難航することがあり 

ます。 

○ そのため、県では、精神科救急医療体制を利用して入院後、身体疾患の治療が必 

要になった場合に、身体疾患及び精神疾患両面の治療を行うための受入医療体制と 

して、精神科を有する総合病院において受入を行う精神科救急身体合併症転院事業 

を実施していますが、地域連携もより強化していく必要があります。 

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大時には、精神科医療機関に入院する患者の 

中でも感染者が増加しましたが、精神科医療機関の中には、身体症状への対応や感 

染症防止対策の経験が乏しい医療機関が多いことから、対応できる病院を確保する 

ことに苦慮しました。 

○ 入院期間が長期化している患者の中には、従来の向精神薬による治療では効果が 

十分でなく、長期の治療を行っても、なお精神症状が顕在化している場合がありま 

す。こうした治療が難しい精神疾患の治療についても、疾患の特徴に合わせた効果 

的な治療を展開していく必要があります。 

○ 令和６年４月から、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」（以下「精神保 

健福祉法」という。）の改正により、精神科病院の従事者が障がい者虐待を行ってい 

ることを発見した場合は、誰もが都道府県に通報することが義務付けされます。近 

年、精神科医療機関における虐待事件が続いて明らかになっており、入院者の人権 

に配慮した治療や、当事者目線における医療体制の構築を進めていく必要がありま 

す。 

ウ 社会復帰・地域生活支援 

○ 入院者の早期退院を促進し、地域移行を進めていくためには、県、市町村、精神 

科医療機関、地域援助事業者等の障がい福祉サービス事業者が、連携して取り組む 

必要があります。また、地域移行を進める際には、入院者が退院後に地域で安定し 

た生活を継続するという視点をもって支援を行う仕組みが必要です。 

○ 入院治療が必要となった場合も、症状が安定した後に速やかに退院することがで 

きるよう、精神科医療機関では家族やかかりつけ医療機関、地域援助事業者等と連 

携を図り、入院者一人一人に合わせた退院支援に努める必要があります。 
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＜めざす方向（最終目標）＞ 
「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」や「当事者目線の障害福祉推進条例」の理念に基づき、
精神障がいを有する方等が地域で自分らしく生活することができる保健医療体制を整備する 
 
＜目標の達成に向けた施策の方向性＞ 
◆メンタルヘルスの増進、生活支援の充実による予防 
◆適切な医療への早期アクセス 
◆社会復帰・地域生活支援の充実 

○ 精神障がい者が地域で生活するに当たっては、精神症状の再発や症状の悪化を予 

防することが重要です。統合失調症等では、活動性が低下し、ひきこもることもあ 

ることから、精神障がい者の病状を把握し、症状の悪化に早期に気づける支援体制 

が必要です。 

○ 県では、「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向け、精神保 

健福祉に関する地域の拠点である保健所の機能を活用して、保健・医療・福祉関係 

者による協議の場を設置し、長期入院患者の退院に向けた個別ケースの検討や事例 

検討会の実施により、課題等の検討、情報共有などを行ってきました。 

○ 長期入院患者等が地域生活に円滑に移行できるように、精神障がいに対応した障 

がい福祉サービス等の従事者の養成や、障がい福祉サービス等の実施主体である市 

町村と連携し、精神障がい者を対象としたグループホームの充実等に取り組んでき 

ました。 

○ 精神障がいの入院患者数は減少傾向にありますが、入院中の精神障がい者の地域 

生活への移行をさらに進めるためには、市町村を含めた、保健・医療・福祉の連携 

支援体制の強化を図り、よりきめ細かい支援の提供に向けて、「精神障がいにも対応 

した地域包括ケアシステム」の構築をさらに促進していく必要があります。 

○  精神病床における入院期間１年以上の患者の人数は、令和３年度から４年度にか 

けては減少傾向にあるものの、65 歳以上の割合が増加していることから、地域移行 

や地域生活を考える上では、障がい分野と介護分野の連携が重要となります。 

○ 65 歳以上の患者に多くなる認知症は、患者の意向を十分に尊重しつつ、良質かつ 

適切な保健医療サービス及び福祉サービスが切れ目なく提供されるよう、体制を整 

備する必要があるだけでなく、その家族等に対する支援が適切に行われることによ 

り、認知症の人及び家族等が地域において安心して日常生活を営むことができるよ 

うにすることが重要になっています。 

○ 県では、精神障がいの当事者であるピアサポーターの養成や、ピアサポーターに 

よる長期入院患者への地域生活移行に向けた働きかけ等を実施してきました。しか 

し、入院患者への退院意欲の喚起が、地域移行支援等の個別給付に直接的にはつな 

がりづらい現状があり、入院患者を地域移行支援等へ結び付けていく積極的な働き 

かけが必要です。 

 

２ 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）メンタルヘルスの増進、生活支援の充実による予防 

○ 県民一人ひとりの「こころの健康づくり」を推進するため、県では精神保健福祉セ 
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ンター、保健福祉事務所（保健所）において、気分障害（うつ病など）、神経症性障害 

（不安障害など）、統合失調症、認知症、依存症といった疾患別の普及啓発活動に取り 

組みます。 

○ 保健福祉事務所（保健所）の相談・訪問支援活動を強化し、地域の様々な関係機関と

連携を図り、精神疾患の予防に取り組みます。 

○ 令和６年４月施行の「精神保健福祉法」の改正に伴い、市町村が行う精神保健に関す

る相談支援の対象者が精神障がい者のほか精神保健に課題を抱える者に拡大され、都

道府県は市町村が行う相談支援に関して市町村への必要な援助を行うよう努めること

とされました。 

○ 県では、市町村の支援担当者向けの研修実施や、精神症状が重症の場合等の支援が

困難なケースに対して市町村と協働して支援を行うなど、協力体制を充実していきま

す。 

○ 県では、メンタルヘルスや精神疾患についての知識を有し、地域でメンタルヘルス

の問題を抱える人や家族等に対して、傾聴を中心として支える人材として、心のサポ

ーターの養成を進めていきます。  

○ 未病指標等を活用し、メンタルヘルスや認知機能の見える化を進めるとともに、最

先端技術・サービス等の介入により未病改善を進めます。 

 

（２）適切な医療への早期アクセス 

ア 各疾患の治療に対応した医療機関の明確化 

○ 多種多様な精神疾患に対応するため、県内の患者の動向、医療資源・連携等の現 

状把握に努め、県民にわかりやすい精神疾患の医療体制を整備します。 

イ 精神科医療へ早期につなげる取組 

○ うつ病の症状により、食欲の減退や不眠等の身体的不調を生じ、かかりつけ医（身 

近な主治医）を受診した際にうつ病の可能性を鑑別し、精神科医療につなぐことが 

できるよう、かかりつけ医うつ病対応力向上研修を実施します。 

○ 高齢化の進展に伴い、認知症高齢者の大幅な増加が見込まれており、慢性疾患な 

どの治療のためにかかりつけ医の診断を受ける高齢者の中からも認知症が発症する 

ケースの増加が予測されます。そうしたケースにおける早期発見、早期診断及び早 

期対応に資するため、かかりつけ医への助言やその他の支援を行う認知症サポート 

医の養成やかかりつけ医認知症対応力向上研修を行います。 

○ 認知症の人の心身の状況に応じた良質かつ適切な医療を受けられるようにするこ 

とが重要です。 

ウ 専門治療医療機関の整備 

○ 児童・思春期精神疾患、アルコール・薬物・ギャンブル等依存症、てんかんについ 

ては、県において専門医療を提供できる医療機関を明確化し、地域の医療機関、相談 

機関との連携推進に取り組みます。 

○ 依存症の患者が地域で適切な医療が受けられるよう、「依存症専門医療機関」の選 

定をさらに進めます。また、専門医療機関の取りまとめや情報発信、研修などを担う

「依存症治療拠点機関」と連携し、医療提供体制の充実を図ります。 

○ 「てんかん支援拠点病院」を中心に、てんかんに関する専門的な相談支援、関係機
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関への助言や連携強化、普及啓発などを行い、てんかん診療における地域連携体制

を整備します。 

○ 県では、「摂食障害支援拠点病院」の指定に向けて、対応可能な医療機関の選定や 

 調整を進めていきます。 

○ 認知症の人の意向を十分に尊重しつつ、良質かつ適切な保健医療サービスが切れ 

目なく提供するため、「認知症疾患医療センター」を地域の認知症医療の拠点として 

認知症の人に対する必要な支援を提供できる体制の構築をさらに推進していきます。 

エ 精神科救急を含めた精神医療体制による早期治療、早期退院の仕組みづくり 

○ うつ病や認知症等の精神疾患について、発症の初期段階にかかりつけ医等を受診 

 した際に、適切に精神科医療につなげられるよう、県では医師会と連携して、かか 

りつけ医を対象としたうつ病対応力向上研修及び医師会等と連携して、医療従事者 

を対象とした認知症対応力向上研修を実施していきます。 

○ 精神疾患の症状により、身体の不調を訴えて身体科を受診した場合に、精神科医 

療につなげられるようにする一方、精神科医療機関に入院している患者が身体治療 

を要する場合に、近隣の身体科病院と連携した治療が行えるよう、県ではオンライ 

ン診療等も活用しながら、精神科と身体科の連携を進めていきます。 

○ 精神疾患の急性増悪により早急に精神科医療を要する場合に、必要な医療につな 

がることができるよう、県では引き続き、精神科救急医療体制の充実を図っていき 

ます。 

オ 身体合併症患者の治療体制 

○ 身体合併症の治療は、地域における精神科医療機関と身体科医療機関の病院間で 

の連携により対応できるようにするため、県では地域での連携を促進する取組を検 

討します。 

○ 県では精神科医療における新型コロナウイルス感染症対策として、精神科医療機 

関と身体科医療機関が連携して、精神疾患及び新型コロナウイルス感染症の病状に 

応じて受入先を決定し、連携している医療機関からのコンサルテーションを受けな 

がら治療を行う精神科コロナ医療体制を整えました。この医療連携体制を、他の身 

体合併症や新興感染症の医療体制に活用することを検討していきます。 

カ 治療抵抗性統合失調症治療薬や修正型電気痙攣療法等の効果的な治療の展開 

○ 向精神薬による治療の効果が十分に得られない治療抵抗性統合失調症に対する治 

療薬（クロザピン）や、重度のうつ病、躁うつ病等に高い治療効果があるとされて 

いる修正型電気痙攣療法、うつ病や不安症等に治療効果があるとされる認知行動療 

法等の治療法について、県では既に導入している医療機関の治療方法を紹介するな 

ど、県内の医療機関への展開に努めていきます。 

キ 入院者の当事者目線による人権に配慮した治療の促進 

○ 市町村長同意により医療保護入院した入院患者等に対して、訪問支援員が精神科 

病院を訪問し、入院患者の不安や気持ちを傾聴する中で、自尊心の向上や孤立感の 

低減に努めます。さらに、入院患者の地域生活移行を促進するため、ピアサポータ 

ーによる病院訪問等を通じた退院意欲喚起を行うなど、医療と福祉が連携した切れ 

目のない支援を提供していきます。 

○ 精神科医療機関の管理者は、入院者に対する虐待や不適切な隔離・身体的拘束が 
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行われることがないよう、研修の実施等を通じて従事者の意識向上に努める必要が 

あります。 

○ 県及び政令市では、精神科医療機関に赴き、診療録や病棟内の巡視を通じて、適 

正な医療が提供されているかを確認する精神科病院実地指導・実地審査を実施しま 

す。 

○ また、県及び政令市では、精神科医療機関における虐待の通報窓口を設け、通報の

あった事案に対して、精神科医療機関への聞き取りや随時の実地指導を実施し、事実

確認と再発防止の指導を行います。 

○ さらに、県は精神科医療機関に対して、隔離・身体的拘束の最小化や虐待防止につ

いて啓発し、医療機関における自主的な取組を推奨していきます。 

 

（３）社会復帰・地域生活支援の充実 

ア 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

○ 令和６年３月策定の「神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例～ともに生きる社 

会を目指して～に基づく基本計画」において、精神障がいを有する方等が地域の一 

員として安心して自分らしく暮らせるよう、精神障がいにも対応した地域包括ケア 

システムの構築について成果目標を掲げ、引き続き取組を推進します。 

○ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に当たって、保健福祉事務 

所及び同センターは、これまで地域において築いてきたネットワーク等を活かし、 

保健・医療・福祉関係者等による協議の場を設置し、精神障がいを有する方等のニ 

ーズや長期入院患者の状況把握、地域課題の共有のほか、関係機関を対象とした研 

修会などを行いながら、市町村（政令市を除く）の障がい福祉主管課等と医療機関 

との連携支援など、支援体制づくりを図ります。 

○ また、精神障がいを有する方等の日常生活圏域である市町村において、地域生活 

に関する相談支援が行われる必要があることから、保健・医療・福祉関係者等によ 

る協議の場を県内全市町村に設置します。市町村が設置する協議の場は、保健福祉 

事務所及び同センターの設置する協議の場と連携しながら、協議の場や個別支援に 

おける協働等を通じて、医療機関、地域援助事業者、当事者・ピアサポーター等と 

の重層的な連携による支援体制の構築を行います。 

イ 早期退院及び地域定着に向けた退院支援 

○ 県、政令市及び保健所設置市では、措置入院者や支援が必要と認めた入院者に対 

して、入院中から入院者の同意を得て、希望する生活を聴きとりながら、退院後支 

援計画を策定し、退院後に速やかに支援を実施する措置入院者退院後支援を実施し 

ます。 

○ 患者や家族が安心して地域でくらすことができるよう、精神保健福祉センターの 

技術支援の機能を活用するなど、医療機関と地域精神保健福祉関係機関との連携強 

化を図り、相談支援に取り組みます。 

ウ 地域生活を支える精神科訪問診療、訪問看護、訪問支援、精神科デイケア等の充実 

○ 県は、訪問診療や訪問看護を行っている医療機関及び事業者の把握に努めるとと 

もに、訪問診療や訪問看護の好事例を医療機関及び事業者に発信するなど、訪問診 

療、訪問看護の充実の取組を検討します。 
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○ 精神科医療機関を退院した精神障がい者が通う外来精神科作業療法や精神科デイ 

ケアも作業や余暇プログラムを通じて社会復帰に向けた支援を担っています。訪問 

看護や訪問看護と同様に開設している医療機関及び事業者の把握に努め、充実の取 

組を検討します。 

○ 県では、保健福祉事務所において、精神科の専門医による訪問指導及び福祉職や 

保健師による訪問支援を実施し、精神障がいを有する方等の地域生活を支援します。 

エ 長期入院者の地域移行の取組 

○ 県は、長期入院患者の地域生活移行を促進するため、ピアサポーターによる病院 

訪問等を実施し、退院意欲の喚起、退院に向けた個別支援、退院後の地域定着に向 

けた支援などを行います。併せて、病院職員や支援関係者、地域住民等に対する普 

及啓発を充実させます。 

○ 市町村と県は、長期入院患者の地域生活移行に向けた有効な支援策となる「地域 

相談支援」や「計画相談支援」の提供体制を計画的に整備していきます。 

○ 市町村は、サービス実施主体として、精神障がい者がライフステージに応じて多 

様な住まいの場を選択し、地域にある様々なサービスを組み合わせて利用できるよ 

う、グループホーム等の充実や、訪問系サービス、日中活動系サービスを含めた障 

がい福祉サービスの基盤整備を図り、地域移行支援・地域定着支援などと合わせて、 

長期入院患者の地域生活への移行を支援します。  

○ また、長期入院患者の半数以上が 65 歳以上の高齢者であることから、高齢者施策

の主管課や関係機関との連携を図りながら、地域生活への移行を支援します。 
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＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

■用語解説 

※１ ＰＴＳＤ 

PostTraumatic Stress Disorder の略で心的外傷後ストレス障害のことをいう。生死に関わるような

体験をし、強い精神的な衝撃を受けた後に生じるストレス症候群を指す。 

※２ 総患者数 

令和２年患者調査では、10 月の３日間のうち医療施設ごとに定める１日の入院、外来、受療等の状況

を調査している。調査日に受診をしていない患者も含めて、継続的に医療を受けている患者を次の計算

方法により推計している。 

総患者数＝推計入院患者数＋推計初診外来患者数＋（推計再来外来患者数×平均診療間隔）×調整係

数（6/7） 

この節における精神疾患の総患者数には、傷病中分類「５ 精神及び行動の障害」に「６ 神経系の

疾患（アルツハイマー病）」及び「６ 神経系の疾患（てんかん）」を加えている。 

※３ 外来患者数 

外来患者数は、※２に記載した総患者数から推計入院患者数を除いた数で推計している。 

※４ 医療保護入院、任意入院 

精神科医療機関に入院する場合には、精神保健福祉法により定められている次の入院形態により入院

することとなっている。 

医療保護入院は、精神科医療機関に入院をさせる判断ができる精神保健指定医が診察を行った結果、

入院が必要と判定された者で、本人の入院の同意が得られない場合に、家族等の同意が得られたときに、

本人の同意がなくとも入院させることができる入院形態。 

任意入院は、精神科病院に入院しようとしている精神障がい者本人の同意に基づいて行われる入院で

す。精神科病院に入院をする場合には、任意入院による入院が行われるよう努めることとされている。 

※５ 摂食障害支援拠点病院 

 摂食障害に関する専門的相談や治療及び回復支援、医療従事者や摂食障害患者及び家族等に対する研

修の実施、普及啓発の実施等を役割とした専門治療機関。 

※６ 一次予防、二次予防、三次予防 

病気の発症を防いだり、発症した場合も治療が長引かないようにしたり、再発を防ぐ予防医学におい

て用いられる考え方。 

一次予防は、病気に罹らないことを目的としている。生活習慣の改善、健康教育等により健康増進を

図る。 

二次予防は、病気に罹った場合に、早期発見、早期治療を行うことで、重症化しないようにするもの。 

三次予防は、治療過程においてリハビリテーション等を行うことにより、社会復帰を促したり、再発

を防止する取組を指す。 

※７ コンサルテーション 

医療は、脳外科、呼吸器内科、循環器科、精神科のように専門性が分かれている。医療におけるコン

サルテーションは、治療を要する患者が複数の疾患を合併している場合に、異なる専門の医療従事者が

助言や相談をしながら、より適した治療を進めるために行われる。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
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３ ロジックモデル 【再掲】 ※達成すべき目標と取り組むべき施策の関連性を体系的に整理した「ロジックモデル」は次のとおりです。 

 

 

 

 

初期アウトカム 中間アウトカム 最終アウトカム

●は重点指標

普及啓発、相談支援
は精神医療のうち、精神科救急に関連が大きい
指標

C101
保健所保健福祉サービス調整推進会議の開催
回数

B
1
0
B101

保健所保健福祉サービス調整推進会議の参加
機関・団体数

A
1
0
A101

●精神病床における入院後3,6,12ヶ月時点の
退院率

C102
●都道府県及び市町村における精神保健福祉
の相談支援に専従している職員数

B
1
0
2

B102
●都道府県及び市町村における精神保健福祉
の相談支援の実施件数

A
1
0
2

A102
●精神障がい者の精神病床から退院後1年以内
の地域での平均生活日数（地域平均生活日数）

C103 心のサポーター養成研修の実施回数
B
1
0
B103 心のサポーター養成研修の修了者数

A
1
0
A103

●精神病床における急性期・回復期・慢性期入
院患者数（65歳以上・65歳未満別）

C104 認知症サポート医養成研修修了者数
B
1
0
B104

かかりつけ医うつ病対応力向上研修の修了者
数

A
1
0
A104

●精神病床における新規入院患者の平均在院
日数

B
1
0
B105

かかりつけ医認知症対応力向上研修の修了者
数

A
1
0

B A
B A
B
1
2
B120 地域における支援、危機介入

A
1
2

B A

C201
救急患者精神科継続支援料を算定した医療機
関数

B
2
0
B201

精神科救急医療体制整備事業における入院件
数

A
2
0

C202
●精神科救急医療機関数（病院群輪番型、常時
対応型、外来対応施設及び身体合併症対応施
設）

B
2
0
B202

精神科救急医療体制整備事業における受診件
数

A
2
0

C203
救急救命入院料精神疾患診断治療初回加算を
算定した医療機関数

B
2
0
B203

救命救急入院料精神疾患診断治療初回加算を
算定した患者数

A
2
0

C204
精神科救急急性期医療入院料を算定した医療
機関数

B
2
0
B204

在宅精神療法又は精神科在宅患者支援管理料
を算定した患者数

A
2
0

C205
在宅精神療法又は精神科在宅患者支援管理料
を算定した医療機関数

B
2
0
B205

●精神科訪問看護・指導料又は精神科訪問看護
指示料を算定した患者数

A
2
0

C206
精神科訪問看護・指導料を算定している又は精
神科訪問看護基本療養費の届出を行っている
施設数

B
2
0
B206

精神科救急における通報から診察までの搬送
時間

A
2
0

B A
B A
B
2
1
B219 診療機能

A
2
1

B A

C301
各疾患、領域【※】それぞれについて、入院診療
を行っている精神病床を持つ医療機関数

B
3
0
B301

各疾患、領域【※】それぞれについての入院患者
数

A
3
0

C302
各疾患、領域【※】それぞれについて、外来診療
を行っている医療機関数

B
3
0
B302

各疾患、領域【※】それぞれについての外来患者
数

A
3
0

C303
●精神科救急、合併症入院料又は精神科身体合
併症管理加算を算定した医療機関数

B
3
0
B303

精神科救急・合併症入院料又は精神科身体合併
症管理加算を算定した患者数

A
3
0

C
B
3
0
B304

精神疾患診療体制加算又は精神科疾患患者等
受入加算を算定した患者数

A
3
0

C304
●精神科リエゾンチーム加算を算定した医療機
関数

B
3
0
B305 精神科リエゾンチーム加算を算定した患者数

A
3
0

C305
●閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法
を実施した医療機関数

B
3
0
B306

閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を
実施した患者数

A
3
0

C306 認知療法・認知行動療法を算定した医療機関数
B
3
0
B307 認知療法・認知行動療法を算定した患者数

A
3
0

C307 認知症ケア加算を算定した医療機関数
B
3
0
B308 隔離指示件数

A
3
0

C308
●児童・思春期精神科入院医療管理料を算定し
た医療機関数

B
3
0
B309 身体的拘束指示件数

A
3
0

B
3
1
B310

児童・思春期精神科入院医療管理料を算定した
患者数

A
3
1

B
3
1
B311

統合失調症患者における治療抵抗性統合失調
症治療薬の使用率

A
3
1

拠点機能

C401 てんかん支援拠点病院数
B
4
0
B403

てんかん支援拠点病院における紹介患者数及
び逆紹介患者数及び逆紹介患者数

A
4
0

C402 依存症専門医療機関の数 B404
依存症専門医療機関における紹介患者数及び
逆紹介患者数

A
4
0

C403 ●摂食障害支援拠点病院数
B
4
0
B405

摂食障害支援拠点病院における紹介患者数及
び逆紹介患者数

A
4
0

C404 ●指定通院医療機関数
B
4
0

A
4
0

C405 高次脳機能障害支援拠点機関数
B
4
0

A
4
0

※ 領域

統合失調症、うつ・躁うつ病、認知症、児童・思春期精

神疾患（知的障害、発達障害含む）、アルコール・薬物・

ギャンブル等依存症、ＰＴＳＤ、摂食障害、てんかん



172 

 

４ 指標一覧 【再掲】 

 
種別 コード 指標名 出典 計画策定時の値 

(データの年度) 
目標値 
(令和 11 年度) 

初期 C101 保健所保健福祉サービス調整
推進会議の開催回数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

0.89回 
（Ｒ２） 

0.89 回 
（Ｒ９） 

 C102 都道府県及び市町村における
精神保健福祉の相談支援に専
従している職員数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働省,地域
保健・健康増進事
業報告及び衛生行
政報告例 

2.20人 
（Ｒ３） 

2.42 人 
（Ｒ９） 

 C103 心のサポーター養成研修の実
施回数 

県独自調査 36回 
（Ｒ５） 

126回 
（Ｒ11） 

 C104 認知症サポート医養成研修修
了者数 
（人口 10万人当たり） 

県独自調査 5.72人（累計） 
（Ｒ４） 

7.65 人（累計） 
（R11） 

 C201 救急患者精神科継続支援料を
算定した医療機関数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

0.01 機関 
（Ｒ２） 

0.03 機関 
（Ｒ８） 

 C202 精神科救急医療機関数（病院
群輪番型、常時対応型、外来
対応施設及び身体合併症対応
施設） 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
全国精神科救急医
療マップ 

0.62機関 
（Ｒ４） 

0.63 機関 
（R8） 
 

 C20３ 救急救命入院料精神疾患診断
治療初回加算を算定した医療
機関数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

0.２２機関 
（Ｒ２） 

0.２5機関 
（Ｒ８） 

 C20４ 精神科救急急性期医療入院料
を算定した医療機関数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

0.0８機関 
（Ｒ２） 

0.09 機関 
（Ｒ８） 

 C20５ 在宅精神療法又は精神科在宅
患者支援管理料を算定した医
療機関数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

6.79機関 
（Ｒ２） 

7.78 機関 
（Ｒ８） 

 C20６ 精神科訪問看護・指導料を算
定している又は精神科訪問看
護基本療養費の届出を行って
いる施設数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

3.02施設 
（Ｒ２） 

4.55 施設 
（Ｒ８） 

 C301 各疾患、領域【統合失調症、う
つ・躁うつ病、認知症、児童・思
春期精神疾患（知的障害、発達
障害含む）、アルコール・薬物・
ギャンブル等依存症、ＰＴＳＤ、
摂食障害、てんかん】それぞれ
について、入院診療を行って
いる精神病床を持つ医療機関
数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働省，ＮＤＢ
オープンデータ 

統合失調症 
0.76機関 
うつ・躁うつ病
0.76機関 
認知症 
0.74機関 
知的障害 
0.62機関 
発達障害 
0.66機関 
アルコール依存
症 0.71 機関 
薬物依存症 
0.39機関 
ギャンブル等依
存症 
0.03機関 
PTSD 
0.21 機関 
摂食障害 

統合失調症 
0.76機関 
うつ・躁うつ病
0.76機関 
認知症 
0.76機関 
知的障害 
0.68機関 
発達障害 
0.68機関 
アルコール依存
症 0.75機関 
薬物依存症 
0.49機関 
ギャンブル等依
存症 
0.05機関 
PTSD 
0.29機関 
摂食障害 
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種別 コード 指標名 出典 計画策定時の値 
(データの年度) 

目標値 
(令和 11 年度) 

0.49 機関 
てんかん 
0.76機関 
（Ｒ２） 

0.59 機関 
てんかん 
0.76機関 
（Ｒ８） 

 C302 各疾患、領域【統合失調症、う
つ・躁うつ病、認知症、児童・思
春期精神疾患（知的障害、発達
障害含む）、アルコール・薬物・
ギャンブル等依存症、ＰＴＳＤ、
摂食障害、てんかん】それぞれ
について、外来診療を行って
いる医療機関数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働省，ＮＤＢ
オープンデータ 

統合失調症
6.47機関 
うつ・躁うつ病
6.50機関 
認知症 
5.15 機関 
知的障害 
3.87機関 
発達障害 
5.29機関 
アルコール依存
症 4.43機関 
薬物依存症 
1.76機関 
ギャンブル等依
存症 0.28機関 
PTSD 
2.27機関 
摂食障害 
3.47機関 
てんかん 
6.02機関 
（Ｒ２） 

統合失調症
7.40機関 
うつ・躁うつ病
7.40機関 
認知症 
5.62機関 
知的障害 
5.24機関 
発達障害 
6.65機関 
アルコール依存
症 5.20機関 
薬物依存症 
1.98機関 
ギャンブル等依
存症 0.40機関 
PTSD 
3.17 機関 
摂食障害 
3.96機関 
てんかん 
6.85機関 
（Ｒ８） 

 C303 精神科救急、合併症入院料又
は精神科身体合併症管理加算
を算定した医療機関数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

0.51 施設 
（Ｒ２） 

0.58 施設 
（Ｒ８） 

 C30４ 精神科リエゾンチーム加算を
算定した医療機関数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

0.17 機関 
（Ｒ２） 

0.27 機関 
（Ｒ８） 

 C30５ 閉鎖循環式全身麻酔の精神科
電気痙攣療法を実施した医療
機関数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

0.17 機関 
（Ｒ２） 

0.20 機関 
（Ｒ８） 

 C30６ 認知療法・認知行動療法を算
定した医療機関数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

0.12 機関 
（Ｒ２） 

0.18 機関 
（Ｒ８） 

 C30７ 認知症ケア加算を算定した医
療機関数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

2.01 機関 
（Ｒ２） 

3.44 機関 
（Ｒ８） 

 C30８ 児童・思春期精神科入院医療
管理料を算定した医療機関数
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

0.05機関 
（Ｒ２） 

0.08 機関 
（Ｒ８） 

 C401 てんかん支援拠点病院数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

0.01 機関 
（Ｒ２） 

０．０１機関 
（Ｒ11） 

 C402 依存症専門医療機関の数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

０．０７機関 
（Ｒ２） 

0.11 機関 
（Ｒ11） 

 C403 摂食障害支援拠点病院数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

0.00機関 
（Ｒ２） 

０．０１機関 
（Ｒ11） 

 C404 指定通院医療機関数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働省， 
「指定通院医療機
関の指定状況」 

0.36機関 
（Ｒ４） 

0.43 機関 
（Ｒ10） 
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種別 コード 指標名 出典 計画策定時の値 
(データの年度) 

目標値 
(令和 11 年度) 

 C405 高次脳機能障害支援拠点機関
数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

0.01 機関 
（Ｒ２） 

0.01 機関 
（Ｒ11） 

中間 B101 保健所保健福祉サービス調整
推進会議の参加機関・団体数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

8.46機関・団体 
（Ｒ２） 

8.49 機関・団体 
（Ｒ９） 

 B102 都道府県及び市町村における
精神保健福祉の相談支援の実
施件数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働省，地域
保健・健康増進事
業報告 

1,192.18 件 
（Ｒ３） 

1,316.13 件 
（Ｒ９） 

 B103 心のサポーター養成研修の修
了者数 
（人口 10万人当たり） 

県独自調査 21.77人 
（R5） 

548.37 人 
（R11） 

 B104 かかりつけ医うつ病対応力向
上研修の修了者数 
（人口 10万人当たり） 

県独自調査 42.60人 
（Ｒ４） 

61.23人 
（Ｒ11） 

 B105 かかりつけ医認知症対応力向
上研修の修了者数 
（人口 10万人当たり） 

県独自調査 51.69人 
（累計）（R４） 

63.35人 
（累計）（R11） 
 

 B201 精神科救急医療体制整備事業
における入院件数 
（人口 10万人当たり） 

神奈川県精神科救
急ハード・ソフト月
報 
厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
全国精神科救急医
療マップ 

14.19 件 
・措置入院 

10.15 件 
・医療保護入院 

3.93件 
（Ｒ３） 

14.19 件 
・措置入院 

10.19 件 
・医療保護入院 

3.81 件 
（Ｒ９） 

 B202 精神科救急医療体制整備事業
における受診件数 
（人口 10万人当たり） 

神奈川県精神科救
急ハード・ソフト月
報 
厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
全国精神科救急医
療マップ 

17.67件 
（Ｒ３） 

17.98件 
（Ｒ９） 

 B20３ 救命救急入院料精神疾患診断
治療初回加算を算定した患者
数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

8.38人 
（Ｒ２） 

9.65人 
（Ｒ８） 

 B20４ 在宅精神療法又は精神科在宅
患者支援管理料を算定した患
者数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

5,026.18 人
（Ｒ２） 

5,756.47 人 
（Ｒ８） 

 B20５ 精神科訪問看護・指導料又は
精神科訪問看護指示料を算定
した患者数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

78.31 人 
（Ｒ２） 

112.81 人 
（Ｒ８） 

 B20６ 精神科救急における通報から
診察までの搬送時間 

神奈川県の警察官
通報の状況につい
て 

６時間 18分 
（Ｒ３） 

６時間０分 
（Ｒ９） 

 B301 各疾患、領域【統合失調症、う
つ・躁うつ病、認知症、児童・思
春期精神疾患（知的障害、発達
障害含む）、アルコール・薬物・
ギャンブル等依存症、ＰＴＳＤ、
摂食障害、てんかん】それぞれ
についての入院患者数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働省，ＮＤＢ
オープンデータ 

統合失調症 
169.04 人 
うつ・躁うつ病 
103.82 人 
認知症 
57.90人 
知的障害 
6.00人 
発達障害 
8.33人 
アルコール依存

統合失調症 
169.68 人 
うつ・躁うつ病 
107.64 人 
認知症 
65.05人 
知的障害 
8.02人 
発達障害 
12.54人 
アルコール依存
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種別 コード 指標名 出典 計画策定時の値 
(データの年度) 

目標値 
(令和 11 年度) 

症 14.27人 
薬物依存症 
1.84人 
ギャンブル等依
存症 0.45人 
PTSD 
0.48人 
摂食障害 
3.88人 
てんかん 
42.64人 
（Ｒ２） 

症 16.47 人 
薬物依存症 
2.13 人 
ギャンブル等依
存症 0.75人 
PTSD 
0.61 人 
摂食障害 
4.96人 
てんかん 
42.70人 
（Ｒ８） 

 B302 各疾患、領域【統合失調症、う
つ・躁うつ病、認知症、児童・思
春期精神疾患（知的障害、発達
障害含む）、アルコール・薬物・
ギャンブル等依存症、ＰＴＳＤ、
摂食障害、てんかん】それぞれ
についての外来患者数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働省，ＮＤＢ
オープンデータ 

統合失調症 
1,300.06人 
うつ・躁うつ病 
2,769.80 人 
認知症 
238.68 人 
知的障害 
109.14 人 
発達障害 
519.14 人 
アルコール依存
症 79.46人 
薬物依存症 
10.49人 
ギャンブル等依
存症 4.08人 
PTSD 
11.61 人 
摂食障害
23.16人 
てんかん
372.64 人 
（Ｒ２） 

統合失調症 
1,530.17 人 
うつ・躁うつ病 
3,327.82 人 
認知症 
498.50 人 
知的障害 
161.45 人 
発達障害 
790.23 人 
アルコール依存
症 102.22 人 
薬物依存症 
14.03人 
ギャンブル等依
存症 7.19 人 
PTSD 
18.81 人 
摂食障害
27.18人 
てんかん
436.60 人 
（Ｒ８） 

 B303 精神科救急・合併症入院料又
は精神科身体合併症管理加算
を算定した患者数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

17.46人 
（Ｒ２） 

20.17 人 
（Ｒ８） 

 B304 精神疾患診療体制加算又は精
神科疾患患者等受入加算を算
定した患者数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

4.56人 
（R２） 

8.70 人 
（Ｒ８） 

 B305 精神科リエゾンチーム加算を
算定した患者数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

28.48人 
（Ｒ２） 

39.21 人 
（Ｒ８） 

 B306 閉鎖循環式全身麻酔の精神科
電気痙攣療法を実施した患者
数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

5.09人 
（Ｒ２） 

6.20 人 
（Ｒ８） 

 B307 認知療法・認知行動療法を算
定した患者数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

1.47人 
（Ｒ２） 

3.26 人 
（Ｒ８） 

 B308 隔離指示件数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
630調査 

6.34件 
（Ｒ４） 

8.47 件 （注） 
（Ｒ10） 

 B309 身体的拘束指示件数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
630調査 

9.77件 
（Ｒ４） 

7.71 件 
（Ｒ10） 
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種別 コード 指標名 出典 計画策定時の値 
(データの年度) 

目標値 
(令和 11 年度) 

 B310 児童・思春期精神科入院医療
管理料を算定した患者数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
ＲｅＭＨＲＡＤ 

4.15 人 
（Ｒ２） 

5.80 人 
（Ｒ11） 

 B311 統合失調症患者における治療
抵抗性統合失調症治療薬の使
用率 

厚生労働省，ＮＤＢ
オープンデータ 

0.５０% 
（Ｒ２） 

0.83% 
（Ｒ11） 

 B403 てんかん支援拠点病院におけ
る紹介患者数及び逆紹介患者
数及び逆紹介患者数 
（人口 10万人当たり） 

県独自調査 紹介 4.43人 
逆紹介 2.24 人
（R4） 

紹介 4.69人 
逆紹介 2.83 人
（R11） 

 B404 依存症専門医療機関における
紹介患者数及び逆紹介患者数 
（人口 10万人当たり） 

県独自調査 紹介 28.46 人 
逆紹介11.62人
（R4） 

紹介 39.85 人 
逆紹介 16.38
人（R11） 

 B405 摂食障害支援拠点病院におけ
る紹介患者数及び逆紹介患者
数 
（人口 10万人当たり） 

県独自調査 拠点病院なし 紹介 4.39人 
逆紹介 1.73 人
（R11） 

最終 A101 精神病床における入院後
3,6,12 ヶ月時点の退院率 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
630調査 

3 ヶ月：60.1% 
6 ヶ月：80.2% 
12 ヶ月：
89.4%（Ｒ４） 

3 ヶ月：68.9% 
6 ヶ月：84.5% 
12 ヶ月：
91.0%（Ｒ７） 
※Ｒ８年度での
中間見直し後に
Ｒ１１年時点の目
標値を策定 

 A102 精神障がい者の精神病床から
退院後 1年以内の地域での平
均生活日数（地域平均生活日
数） 

厚生労働省，ＮＤＢ
オープンデータ 

327.3 日 
（Ｒ２） 

331.5 日 
（Ｒ９） 
 

 A103 精神病床における急性期・回
復期・慢性期入院患者数（65
歳以上・65 歳未満別） 

厚生労働行政推進
調査事業研究班， 
630調査 

急性期 
65歳未満 
1,663人 
65歳以上 
1,266人 

回復期 
65歳未満 
864人 
65歳以上 
1,284人 

慢性期 
65歳未満 
2,883人 
65歳以上 
3,710人 

（Ｒ４） 

急性期 
65歳未満 
1,688人 
65歳以上 
1,283人 

回復期 
65歳未満 
968人 
65歳以上 
1,439人 

慢性期 
65歳未満 
2,735人 
65歳以上 
3,362人 

（Ｒ７） 
※Ｒ８年度での
中間見直し後に
Ｒ１１年時点の目
標値を策定 

 A104 精神病床における新規入院患
者の平均在院日数 

厚生労働省，病院
報告 

246.0 日（Ｒ４） 23５.５日（Ｒ11） 
 

 
（注）隔離指示件数の目標値が計画策定時より増加している理由 

精神保健福祉法においては、一定の条件のもとに入院患者に隔離や身体的拘束といった行動制限
を行うことができるとされている中、本県の現状は、より制限の程度が強い身体的拘束の件数が、
隔離の件数を上回っている状況にある。 
このため、本計画においては、より制限の程度が強い身体的拘束の減少を目標としたが、行動制

限を要する状況は一定数発生することが見込まれ、各医療機関の取組により身体的拘束が減少する
一方で、隔離は増加する状況が考えられることから、計画策定時を上回る件数を目標値とした。 
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５ 参考指標一覧  ※目標値は掲げないものの、当該分野の進捗を確認するための指標として、数値を把握していきます。 

 

指標名 出典 計画策定時の値 
(データの年度) 

精神科デイケアを算定した患者数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働省，ＮＤＢオープンデータ 延べ 2,486.75人 
（Ｒ２） 

精神科作業療法を算定した患者数 
（人口 10万人当たり） 

厚生労働省，ＮＤＢオープンデータ 延べ 10,685.61 人 
（R2） 

 

 

入院病床を有する精神科医療機関における対応疾患一覧 

医
療
機
関
名 

統
合
失
調
症 

う
つ
・
躁
う
つ
病 

不
安
障
害
等
の
神
経
性
障
害 

認
知
症 

知
的
障
害
・
発
達
障
害
を
含 

む
児
童
・
思
春
期
精
神
疾
患 

ア
ル
コ
ー
ル
・
薬
物
・
ギ
ャ
ン

ブ
ル
等
依
存
症 

Ｐ
Ｔ
Ｓ
Ｄ 

摂
食
障
害 

て
ん
か
ん 

鶴見西井病院 ○ ○ ○ ○ 外来 ア ○ ○ ○ 

済生会横浜市東部病院 ○ ○ ○ ○ う発 ア薬 ○ ○ ○ 

紫雲会横浜病院 ○ ○ ○ ○ 発達     

横浜市立みなと赤十字病院 ○ ○ ○ ○ うつ    ○ 

ワシン坂病院 ○ ○ ○ ○ うつ  ○ ○  

横浜市立大学附属 
市民総合医療センター 

○ ○ ○ ○ 外来 外来 ○ ○ 外来 

こども医療センター ○ ○ ○  〇   ○ ○ 

精神医療センター ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

横浜日野病院 ○ ○ ○ ○   ○ ○  

港北病院 ○ ○ ○ ○ う発  ○ ○  

常盤台病院 ○ ○ ○ ○ う発   ○  

神奈川病院 ○ ○ ○ ○ う発 ア薬 ○ ○  

あさひの丘病院 ○ ○ ○ ○      

日向台病院 ○ ○ ○ ○ うつ  ○ ○ ○ 

保土ヶ谷病院 ○ ○ ○ ○ う発  ○  ○ 

横浜ほうゆう病院 ○   ○      

横浜カメリアホスピタル ○ ○ ○  ○  ○ ○ ○ 

横浜市立大学附属病院 ○ ○ ○ ○ 外来  ○ ○ ○ 

新横浜こころのホスピタル ○ ○ ○ ○ う発  ○ ○  

元気会横浜病院    ○      

江田記念病院 ○ ○ ○ ○ 発達  ○   

昭和大学横浜市北部病院 ○ ○ ○ ○ う発 

★ 
 ○ ○ ○ 

横浜医療センター ○ ○ ○     ○ ○ 

横浜丘の上病院 ○ ○ ○  うつ  ○ ○ ○ 

横浜舞岡病院 ○ ○ ○ ○ う発  ○ ○ ○ 

十愛病院     知     

栄聖仁会病院 ○ ○ ○ ○      

横浜相原病院 ○ ○ ○ ○ う発  ○ ○ ○ 

川崎市立川崎病院 ○ ○ ○ ○ う発  ○ ○  

栗田病院 ○ ○ ○ ○ うつ  ○   

ハートフル川崎病院 ○ ○ ○ ○ うつ  ○ ○  

聖マリアンナ医科大学病院 ○ ○ ○ ○ 外来  ○ ○ ○ 

東横惠愛病院 ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ 
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・認知症の人は、2025年には全国で700万人前後となり、65歳以上の高齢者の約５人に１人が認知症に 
なると見込まれています。その後も高齢者の増加に伴い、認知症の人も増加することが見込まれてい 
ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
・認知症施策の推進に当たっては、ひとりひとりが当事者目線で認知症について理解し、正しい知識を 
得ることが重要です。 

・県では国が令和元（2019）年６月に策定した「認知症施策推進大綱」に基づき、取組を進めてきまし
た。令和６年１月に「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が施行され、これに基づいた
取組が求められています。 

 

１ 現状・課題 

 

 

 

 

 

（１）認知症とともに生きる社会づくり 

○ 高齢者の急速な増加に伴い、認知症の人も増加することが見込まれており、誰もが 

認知症とともに生き、共生社会の実現を推進するために認知症に関する正しい知識及 

第８章 個別の疾病対策等 

第１節 認知症施策 

【現状】 

【課題】 

32.8万人 39.3万人
44.8万人

51.0万人
59.4万人

33.5万人

41.2万人 48.5万人
56.8万人

70.5万人

15.5％

17.5%

20.0%

22.5%

24.6%

15.2％ 16.7％
18.5%

20.2%
20.7%
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2015

(H27)

2020

(R2)

2025

(R7)

2030

(R12)

2040

(R22)

（万人）

県内の認知症の人の

将来推計について

認知症高齢者数（有病率一定）

認知症高齢者数（有病率上昇）

認知症有病率（有病率上昇の場合）

認知症有病率（有病率一定の場合）

※「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成26年度厚生労働科学研究費補助金
特別研究事業九州大学二宮教授）と国勢調査および国立社会保障・人口問題研究所による推計から算出。

①各年齢の認知症有病率が一定の場合の将来推計 人数/(率）
②各年齢の認知症有病率が上昇する場合の将来推計 人数/(率）
＊久山町研究からモデルを作成すると、年齢、性別、生活習慣病（糖尿病）の有病率が認知症の

有病率に影響することがわかった。本推計では2060年までに糖尿病有病率が20％増加すると仮定。

（％）
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＜めざす方向（最終目標）＞ 
認知症とともに生きる社会、共生社会の実現に向けた取組が推進できている 
 
＜目標達成に向けた施策の方向性＞ 
◆認知症とともに生きる社会づくりの推進 
◆認知症未病対策の充実 

び認知症の人に関する正しい理解を深めることが必要です。 

○ さらに、認知症の人が早期にその症状に気づき、診断や早期対応を推進するため、 

良質かつ適切な保健医療サービス及び福祉サービスを切れ目なく提供できる総合的な 

支援を行うネットワークを、認知症疾患医療センター（※１）や地域包括支援センタ 

ー、市町村に設置される認知症初期集中支援チーム（※２）、認知症地域支援推進員 

（※３）を中心に構築する必要があります。 

○ また、認知症の人が、地域において尊厳を保ちながら希望を持って暮らすことがで 

きるよう、相談体制の充実や認知症に対する地域の方々の理解と協力など、地域全体 

で認知症の人と家族を支援する体制を構築していくことが必要です。 

○ 65歳未満で発症する若年性認知症については、多くが現役世代で就労や子育てもあ 

り、また、認知症特有の初期症状ではないこともあるため、受診が遅れる傾向があり 

ます。経済的な問題など、高齢者の認知症の人とは異なる課題を抱えていることか 

ら、認知症の人の意欲及び能力に応じた雇用の継続、円滑な就職なども含めた支援を 

総合的に講じる必要があります。 

○ 認知症の人または家族等が孤立することがないように地域で安心して暮らすため 

の、見守り体制の充実などの施策に努めます。 

 

（２）認知症未病対策【再掲】 

○ 認知症の人は、2025 年には全国で 700 万人前後になり、その後も顕著な高齢化に伴 

い、併せて認知症の人も増加することが見込まれています。また 65 歳以上の高齢者の 

約５人に一人が認知症になるといわれています。（資料提供：厚生労働省老健局認知 

症施策・地域介護推進課「認知症施策の推進について」） 

○ 認知症は、健康な状態からすぐに発症するのではなく、時間の経過とともに進行す 

るものであることから、食や運動習慣などの生活改善、いわゆる認知症未病の改善に 

取り組む必要があります。 

 

２ 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

（１）認知症とともに生きる社会づくりの推進 

○ 認知症の人が尊厳を保持しつつ希望をもって暮らすことができ、家族が安心して暮 

らせる、総合的な認知症施策を推進します。 

○ 当事者目線で認知症への理解を深めるため、「かながわオレンジ大使」（認知症本人 

大使）による本人発信支援を充実するとともに、県ホームページ「認知症ポータルサ 

イト」での一元的な情報発信等による普及啓発を進めます。 

○ 個々の認知症の状況に応じ認知症の人の意向を十分に尊重しつつ、良質かつ適切な 

保健医療サービス及び福祉サービスを提供するため「認知症疾患医療センター」を中 
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心とした認知症専門医療の提供体制の強化をはじめ、医療と介護の連携、認知症の人 

への良質な介護を担う人材養成等に取り組みます。 

○ 若年性認知症支援コーディネーター（※４）の配置により、経済的問題等を抱える 

若年性認知症の人の、意欲・能力に応じた就労・社会参加等の様々な分野にわたる支 

援に取り組みます。 

○ 認知症介護の経験者等が、認知症の人や家族等からの介護の悩みなど認知症全般に 

関する相談を電話で行い、相談内容に応じた適切な関係機関へのつなぎを行うコール 

センターを設置し、精神面も含めた様々な支援ができるよう、相談体制を充実しま 

す。 

○ 認知症の方やその家族が安心して暮らせる地域づくりのため、認知症の人を地域で 

見守る認知症サポーターの活動を支援します。また、ボランティアや支援団体、企業 

などが連携し、ニーズに応じた支援を推進する「認知症オレンジパートナーネットワ 

ーク」を充実させ、市町村における支援の仕組である「チームオレンジ」の構築を支 

援します。 

 

（２）認知症未病対策の充実 

○ 認知症及び認知症の人を正しく理解するための普及啓発を行うとともに、科学的知 

見に基づき、認知症未病改善に効果的な取組として、コグニサイズ（※５）などの普 

及・定着や、早期発見、早期診断及び早期対応につなげるための取組を進めます。 

○ 未病指標等を活用し、認知機能の見える化を進めるとともに、最先端技術・サービ 

ス等の介入により未病改善を進めます。また、生活習慣から軽度認知障害の段階にお 

ける評価や介入等の実証等に関する産学公連携プロジェクトを推進します。 

 

図表２-８-１-１ 認知症の治療を行う医療機関 

（出典）かながわ医療情報検索サービス（令和 5年 7月 24 日時点） 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

■用語解説 

※１ 認知症疾患医療センター 

認知症の速やかな鑑別診断や、行動・心理症状と身体合併症に対する急性期医療、専門医療相談、

関係機関との連携、研修会の開催等の役割を担う。 

※２ 認知症初期集中支援チーム 

医療・介護の専門職が家族の相談等により認知症が疑われる人や、認知症の人及びその家族を訪問

し、必要な医療や介護の導入・調整や、家族支援などの初期の支援を包括的、集中的に行い、自立生

活のサポートを行うチーム。 

※３ 認知症地域支援推進員 

医療機関や介護サービス及び地域の支援機関の連携の支援や、認知症の人やその家族等への相談支

援を行う。 

※４ 若年性認知症支援コーディネーター 

本人や家族等からの若年性認知症に関する困り事や悩み事等の相談に対して、解決に向けた支援を 

 横浜 川崎 

北部 

川崎 

南部 

相模原 横須賀 

・三浦 

湘南 

東部 

湘南 

西部 

県央 県西 合計 

病院数 41 9 3 12 12 13 11 12 11 124 

診療所数 258 58 57 30 43 50 35 34 29 594 
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行うとともに、自立支援に関わる関係者のネットワークの調整を行う。 

※５ コグニサイズ 

国立長寿医療研究センターが開発した、認知機能の維持・向上に役立つ運動で、コグニション（認知）

とエクササイズ（運動）を組み合わせた造語。運動と認知トレーニングを組み合わせることで、脳への

刺激を促すことが期待できる。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


